
宇土櫓続櫓下石垣 復旧措置（案）について 資料２-１

■今回の委員会での報告・審議事項

１．これまでの経緯詳細 【報告】

２．石垣復旧措置の検討（解体修理案） 【審議】

３．石垣耐震診断結果 及び 安全対策の検討 【報告】

４．現代工法を伴う修理検討（解体修理案） 【審議】

５．H４４３石垣の復旧措置について 【審議】

６．今後のスケジュールについて 【報告】

■対象石垣
重要文化財宇土櫓続櫓下石垣

■これまでの経緯
2018平成30年度 ・・・

【2021令和3年度 文化財修復検討委員会】

・（5/31）外部補強（石垣前面押え補強）＋西面解体修理案で検討を進めることで承認

・（10/18）平左衛門丸発掘調査成果の報告

・（2/2） 石垣前面押さえ補強案の提示・支持対策の必要性承認

空堀発掘調査範囲の承認

【2022令和4年度 文化財修復検討委員会】

・（6/3）検証した基礎診断結果に基づき修理方針を検討

石垣外部の安全対策の検討は行わないことで承認

空堀確認調査現地視察

・（9/22）続櫓周辺石垣修理履歴・空堀発掘調査成果・続櫓下石垣非破壊調査結果の報告

石垣前面押さえ補強案・支持対策案の提示⇒継続審議

・（2/１） 石垣前面押さえ補強の検討まとめ

改めて大規模解体修理案を含めた比較検討を行い、工法選択する

宇土櫓続櫓下石垣

五階櫓直下
（北）

五階櫓直下
（西）

H443

五階櫓

続櫓

続櫓下

石垣前面押さえ補強案



宇土櫓続櫓下石垣 １．これまでの経緯詳細 資料２-２

膨らみ部の復旧措置は解体修理ではなく押さえによる対応
（ただし、盛土で覆い隠すのではなく鉄骨など別案で検討を）

はばき石垣+石垣上部の解体修理
（ただし、頬当御門の土橋の高さを越えないこと、はばき石垣内部の補強により構造のコンパクト化を図ること）

〔押さえ盛土案、大規模解体修理案のＮＧ理由〕※委員指摘によるもの
・慶長期の高石垣で大部分が残っている石垣は他にない
・解体修理した場合の損失が大きく、文化財保護上のダメージが大きい

東面
H461H443

西面

石垣解体範囲

(想定)
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盛 土
石垣解体範囲
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はばき石垣
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・鉄骨であれば隙間から石垣が見え、石垣の本質的価値も保全される
・当面は鉄骨でいきながら、将来良い補修方法があれば再検討できる
【暫定的な復旧措置】

〔鉄骨構造物の押さえ補強案のＮＧ理由〕※事務局の方針によるもの
・暫定措置として、変状部の本格的復旧措置の課題を将来に先送り
・暫定措置では、耐用年数を迎えた更新時期への対応が懸念
（建物・石垣の再解体修理）
・熊本城の代表的な視点場に鉄骨構造物による現代工法が残り続ける

鉄骨構造物等の押さえ補強案の差戻し
（ただし、石垣を解体修理するにしても範囲が小さくなる工夫を検討するなど再度整理すること）

〔はばき石垣による押さえ補強案の承認理由〕
・400年の長い歴史の中で熊本城を始め全国的に行われてきた技術
・伝統工法の「はばき石垣」であれば、今後の熊本城の歴史を考えても
今回の修理そのものが歴史であり、景観の阻害も最小限となる
・石垣解体修理範囲の縮小化が図られる（参考）東櫓門～源之進櫓下石垣

石垣前面押さえ補強案と大規模石垣解体修理案の工法比較による再審議

〔はばき石垣の押さえ補強案及び大規模解体修理の再審議理由〕
・石垣前面押さえ補強の検討に伴う調査設計により、当初想定してい
たよりも、城郭平面構造や景観に影響がある
・空堀内の本質的価値に影響がある

・次回委員会にて、改めて大規模解体修理案を含めた比較検討を行
い、工法選択する

R1.12.25 石垣・建築・構造合同ワーキング
R2.3.26 熊本城文化財修復検討委員会

R3.2.22 石垣・建築・構造合同ワーキング

R3.5.31 熊本城文化財修復検討委員会

R4.9.22 熊本城文化財修復検討委員会
R5.2.1 熊本城文化財修復検討委員会



宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４４３ 資料２-３

平面図 横断図
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解体修理範囲の設定手順

①復旧勾配を縦断図に重ねる。
②復旧勾配を元に縦断図上で変状開始位置を定める。（赤二重丸）
※変状の大きい№50～№58の膨らみを対象として解体範囲を設定
③変状開始位置を立面図に投影する。
④立面図上に解体範囲を図示する。
　※勾配は安全衛生規則第357条に基づいた安全勾配を満足している。
⑤立面図上の解体範囲を縦断図上に投影する。

縦断図

復旧勾配の設定手順

①H443石垣被災前の点群測量データより、各縦断図を作成。
②おおよその下端位置を基準に現況縦断図に上記被災前縦断線を合成。

被災前点群データ出典：
2006年4月UAVレーザースキャナー測量による点群データ/リーグルジャパン（株）

H444

H456-2

H443

H461

H446

H445

45.0m

40.0m

35.0m

30.0m

45.0m

40.0m

35.0m

30.0m

5101520

556064

253035404550

1

≪石垣履歴把握について≫
①熊本城石垣３期（1606～1607年頃）【構築当初】
②熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【増築or修理1】
③熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理2】
　築石部：横目地通りにくい→方形を呈した築石をベースとしながら
　　　　　非方形石材を多く含む
　隅角部：方形を呈した角脇石があり築石部と明確に分離
④熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理3】
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石多い
⑤熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理4】
　築石部：横目地通らない→サイズが不統一な方形を呈した築石と
　　　　　非方形石材が混在
⑥熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理5】
　築石部：横目地通りにくい→サイズが不統一な方形を呈した築石と
　　　　　非方形石材が混在
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被災前の石垣縦断線（2006年4月）

石垣天端位置(復旧勾配配置基準)
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床堀線 石垣修復履歴 石垣天端位置(復旧勾配配置基準)
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③
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解体範囲

被災後の石垣縦断線

被災前後の縦断線の差異

続櫓の建物復旧に影響する範囲

38.0度

（五階櫓） （続櫓）

▽24.641以深：遺構（江戸期の堆積土）
発掘した箇所以外は同一の標高と想定

赤破線部は現場で解体範囲を
確認しながら解体を行う。
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宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４４６（１/２） 資料２-５

復 旧 勾 配 の 設 定
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被災前立面外郭線(2013年成果_石垣カルテより)

H447
※参考

H446

H455
※参考

H443
※参考

左端から右端にかけて石垣の高さはほぼ変化していない。

被災前平面図(2013年成果より)

勾配①
(H443寸法図
 右端勾配）

勾配②
(H447寸法図
 左端勾配) 

勾配③
(H455寸法図
 左端勾配(反転)）

H443

H455

H447

H446石垣について、
被災前の平面図および立面図を見比べると
左端から右端にかけて、以下のことが
読み取れる。

左端から右端にかけて石垣の幅は徐々に狭くなっている

隣接した石垣の立面図勾配からも勾配が
変化していることが読み取れる。

 ・石垣の高さは大きく変化していない
 ・一方、平面図では徐々に幅が狭くなっている

以上のことから、左端から右端にかけて
石垣の勾配は徐々に急勾配になる。

立面図（拡大）

平面図
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≪石垣履歴把握について≫
①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】
②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通らない→サイズが不統一な方形を呈した築石多い
③熊本城石垣７期（1871～1950年頃）【修理２】　
　※明治22年(1889)以降の可能性大
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石のみ、間詰石ほぼなし

№1～№5
勾配①
(緩勾配)

～№40
勾配②+③
(急勾配)

№6～
勾配①と勾配②+③の
すりつけ範囲



宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４４６（２/２） 資料２-６

縦断図

平面図 横断図

復旧勾配図

立面図

≪石垣履歴把握について≫
①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】
②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石多い
③熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理２】
　築石部：横目地通らない→サイズが不統一な方形を呈した築石多い
④熊本城石垣７期（1871～1950年頃）【修理３】　
　※明治22年(1889)以降の可能性大
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石のみ、間詰石ほぼなし

解体修理範囲の設定手順

①復旧勾配を縦断図に重ねる。
②復旧勾配を元に縦断図上で変状開始位置を定める。（赤二重丸）
③変状開始位置を立面図に投影する。
④H443の床堀による影響範囲を図示する。（青二重丸）
⑤H447の追加解体が発生しないよう解体範囲を設定する。（赤破線）
　No.33～No.34付近
⑥立面図上に解体範囲を図示する。
　※勾配は安全衛生規則第357条に基づいた安全勾配を満足している。
⑦立面図上の解体範囲を縦断図上に投影する。

復旧勾配の設定手順

【前提条件】
石垣の高さが大きく変化せず、平面図では徐々に幅が狭くなっていること
から、石垣の左から右にかけて勾配は変化していると判断している。

①石垣カルテの立面寸法図より隣接したH443石垣の右端勾配および
　H455石垣の右端勾配、H447石垣の左端勾配を復旧勾配の参考とした。
②下端位置を基準とし、復旧勾配を縦断図に合成。
③被災前の天端および下端部の変化に合わせ、復旧勾配を変化させた。

解体範囲 石垣天端･下端位置(復旧勾配配置基準)
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床堀線 石垣修復履歴 石垣天端･下端位置(復旧勾配配置基準)解体範囲
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宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４５６ 資料２-７

縦断図立面図

解体修理範囲の設定手順 復旧勾配図

①復旧勾配を縦断図に重ねる。

②復旧勾配を元に縦断図上で変状開始位置を

　定める。（赤二重丸）

③変状開始位置を立面図に投影する。

④立面図上に解体範囲を図示する。

　※勾配は安全衛生規則第357条に基づいた

　　安全勾配を満足している。

⑤立面図上の解体範囲を縦断図上に投影する。

復旧勾配の設定手順

【前提条件】

下記のことから石垣の左部、右部に勾配の大きな変化はないものと判断している。

　・被災前立面図・平面図より、石垣左部から右部の高さ、距離はほぼ均等幅

　　であることが分かる。(輪取り無し)

①石垣カルテの立面寸法図より

　456-1(左面)：隣接したH455石垣の右端勾配を復旧勾配として設定。

　456-2(右面)：隣接したH461石垣の左端勾配を復旧勾配として設定。

※なお、隣接したH457、H459石垣は階段であるため、今回参考としていない。

②以下の通り復旧勾配を縦断図に合成。

　456-1(左面)：解体範囲に接続するように復旧勾配を縦断図に合成。

　456-2(右面)：天端位置を基準とし、復旧勾配を縦断図に合成。
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復旧勾配
（H455寸法図
　右端勾配）

復旧勾配
（H461寸法図
　左端勾配）

①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】か
②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通りにくい→非方形を呈した築石を含む

H446解体範囲の床堀の影響により

上記の通り解体範囲を設定する。

なお、解体範囲を復旧するための

復旧勾配については右記の通り

設定を行っている。

H456-2(左面) H456-1(右面)

は被災前水路縁位置

解体範囲 石垣天端位置(復旧勾配配置基準)石垣修復履歴解体範囲

平面図 横断図
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宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４５７ 資料２-８

平面図 横断図

(43.72)
案

解体修理範囲の設定手順 復旧勾配の設定手順

【前提条件】

下記のことから石垣の左部、右部に勾配の大きな変化はないものと判断している。

　・階段部である。

　・被災前立面図・平面図より、石垣左部から右部の高さ、距離はほぼ均等幅であることが分かる。(輪取り無し)

①石垣カルテの立面寸法図より、隣接したH456-1石垣の右端勾配およびH458石垣の左端勾配を合成し、

　復旧勾配として設定。

②天端位置不明のため、標高を元に復旧勾配を縦断図に合成。
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H456-1の解体位置

床堀線 石垣カルテ立面外郭線(2013年成果)解体範囲

H446解体範囲の床堀の影響により上記の通り解体範囲を設定する。

床堀についての詳細は総合検討より。

なお、解体範囲を復旧するための復旧勾配については右記の通り設定を行っている。

H456-1の
解体位置



宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４５８ 資料２-９

平面図 横断図

(43.72)
案

解体修理範囲の設定手順 復旧勾配の設定手順

【前提条件】

下記のことから石垣の左部、右部に勾配の大きな変化はないものと判断している。

　・被災前立面図・平面図より、石垣左部から右部の高さ、距離はほぼ均等幅であることが分かる。(輪取り無し)

①石垣カルテの立面寸法図より隣接したH457石垣の右端勾配、H459石垣の右端勾配の合成勾配を復旧勾配として設定。

②天端位置を基準とし、復旧勾配を縦断図に合成。（破線）

③復旧勾配と縦断図を比較すると全体的に石垣前面側に移動していると推察される。

　一方、隣接するH456には解体しない範囲がありH458を復旧勾配の位置に戻すと両石垣がかみ合わなくなる。

④そこで、かみ合いを考慮し、破線の復旧勾配を現縦断図の基底部と合うように補正する。
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解体範囲 石垣天端位置(復旧勾配配置基準)解体範囲 石垣天端位置(復旧勾配配置基準) 石垣カルテ立面外郭線(2013年成果)

2 31 4

1 2 3 4

床堀線

H446解体範囲の床堀の影響により上記の通り解体範囲を設定する。

床堀についての詳細は総合検討より。

なお、解体範囲を復旧するための復旧勾配については右記の通り設定を行っている。



宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４５９ 資料２-１０

平面図 横断図

(43.72)
案

No.1

No.2

解体修理範囲の設定手順 復旧勾配の設定手順

【前提条件】

下記のことから石垣の左部、右部に勾配の大きな変化はないものと判断している。

　・階段部である。

　・被災前立面図・平面図より、石垣左部から右部の高さ、距離はほぼ均等幅であることが分かる。(輪取り無し)

①石垣カルテの立面寸法図より、隣接したH456-2石垣の左端勾配およびH458石垣の右端勾配を合成し、

　復旧勾配として設定。

②天端位置不明のため、標高を元に復旧勾配を縦断図に合成。
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解体範囲床堀線 石垣カルテ立面外郭線(2013年成果)解体範囲

H446解体範囲の床堀の影響により上記の通り解体範囲を設定する。

床堀についての詳細は総合検討より。

なお、解体範囲を復旧するための復旧勾配については右記の通り設定を行っている。

H456-2の解体位置 H456-2の解体位置



宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 H４６１ 資料２-１１

縦断図立面図

解体修理範囲の設定手順

平面図 横断図

復旧勾配図
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復旧勾配
（H456-2寸法図
　右端勾配）

①復旧勾配を縦断図に重ねる。

②復旧勾配を元に縦断図上で変状開始位置を定める。（赤二重丸）

③変状開始位置を立面図に投影する。

④立面図上に解体範囲を図示する。

　※勾配は安全衛生規則第357条に基づいた安全勾配を満足している。

⑤立面図上にH443の床堀による影響範囲を図示する。（青破線）

⑥立面図上の解体範囲を縦断図上に投影する。

復旧勾配の設定手順

【前提条件】

下記のことから石垣の左部、右部に勾配の大きな変化はないものと判断している。

　・被災前立面図・平面図より、石垣左部から右部の高さ、距離はほぼ均等幅

　　であることが分かる。(輪取り無し)

①石垣カルテの立面寸法図より隣接したH456石垣の右端勾配を復旧勾配として設定。

②天端位置を基準とし、復旧勾配を縦断図に合成。
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宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 総合検討 資料２-１２
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宇土櫓続櫓下石垣 ２．復旧措置の検討 総合検討 資料２-１３
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宇土櫓続櫓下石垣 ３．石垣耐震診断結果（報告）及び安全対策の検討 資料２-１４

円弧すべり 円弧すべり

転倒安全率 すべり安全率 安全率 転倒安全率 すべり安全率 安全率

常時 1.0以上 OK 常時 1.0以上 OK

中規模 NG OK 中規模 NG OK

大規模 NG NG 大規模 NG OK

常時 常時 OK OK

中規模 中規模 NG OK

大規模 大規模 NG OK

常時 OK OK

中規模 OK OK

大規模 OK OK

常時 常時 OK OK

中規模 中規模 NG OK

大規模 大規模 NG OK

常時 OK OK

中規模 OK OK

大規模 OK OK

常時 OK OK

中規模 OK OK

大規模 OK OK

石垣の修理検討フロー

対象

対象

⑨現代工法を

伴う修理検討

-
安全性を

確保出来ない

- Ａ

上載の

重文建造物

総合

判定

H456-1 崩落 修理検討 - C

常時/

地震時

(中/大)

判定項目
総合

判定

常時/

地震時

(中/大)

判定項目
総合

判定

①現状での診断 ⑥修理（在来工法）での診断 ⑧安全性の検討

H443 変状 修理検討 -

示力線 示力線

被災

状況
取扱

石垣

番号

石垣の取り扱い

H455 変状 修理検討

C - C 続櫓
安全性を

確保出来ない

H461 変状 修理検討 - A

H456-2 変状 修理検討 - Ａ

対象

H446 崩落 修理検討 - C 続櫓
安全性を

確保出来ない

崩落しているため、「①現状での診断」はなく、

ただちに「⑥在来での診断」に進む

崩落しているため、「①現状での診断」はなく、

ただちに「⑥在来での診断」に進む

石垣耐震診断結果（報告）及び安全対策の検討
以下に石垣耐震診断の結果及び安全対策の検討一覧及び結果総括を示し、次頁以降に石垣毎の診断結果を示す。

石垣耐震診断結果及び安全対策の検討一覧

・変状している石垣を対象として「現状での診断」を実施した。
・その結果、H455,H456-2,H461がA判定、H443がC判定となった。
・また、H461はA判定であるが石垣の天端ラインが蛇行しており、現状では続櫓の復旧が困難であ

るため解体が必要であると考えられる。
・「現状での診断」でC判定となった石垣（H443）及び崩落している石垣について「修理（在来工

法）での診断」を実施した。
・その結果、H443, H446,H456-1がC判定となった。
・「修理（在来工法）で診断」で C判定となった石垣となった石垣について「安全性の検討」を実

施した。
・その結果、H443,H446は重要文化財の続櫓が上載していること、H456-1は続櫓への動線上である

ことから「安全性を確保できない」判定となった。
・「安全性の検討」で「安全性を確保できない」判定となった石垣について「現代工法を伴う修理

検討」に進む。

結果総括
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許容値 判定 計算結果 許容値 判定 計算結果 許容値 判定 計算結果

常時 2.00 NG 安全率2.0を満足する敷設長を確保できない 2.00 OK 安全率2.0を満足する敷設長を確保できる

地震時 1.20 NG 安全率1.2を満足する敷設長を確保できない 1.20 OK 安全率1.2を満足する敷設長を確保できる

常時 1.5 OK 土圧が作用しないため算出不可 1.5 OK 土圧が作用しないため算出不可 1.50 OK 7.655

地震時 1.2 OK 2.610 1.2 OK 2.610 1.20 OK 2.201

常時 e≦L/6 m 1.0 OK 8.555 1.0 OK 8.555 1.633 OK -3.602

地震時 e≦L/3 m 0.667 OK 6.740 0.667 OK 6.740 3.267 OK -2.298

常時 kN/m2 - - 886.250 - - 886.250 - - 306.934

地震時 kN/m2 - - 1001.690 - - 1001.690 - - 306.292

常時 1.20 NG 0.612 1.20 OK 1.209 1.20 OK 1.204

地震時 1.00 NG 0.454 1.00 OK 1.052 1.00 OK 1.002

補強材を裏込材に敷設する 補強材を裏込材に敷設する

可逆性あり 可逆性なし 可逆性なし

影響なし 影響なし 影響なし

影響なし 影響なし 影響なし

栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる 栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる 栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる

鉄筋挿入の事前引抜試験が必要

鉄筋挿入工打設機械の足場が必要

○

○

△

×

△

解体範囲拡大により遺構(裏込め等)の掘削

△

○ ×

×

○○

○

-
施工性

その他問題点
-

文化財への

影響

補強材を裏込材に敷設する

裏込め復旧図

全体安定

外的安定

転倒

外的安定

支持

説明

内的安定

外的安定

滑動

××

○

安定性の

照査

遺構(裏込め等)へ鉄筋挿入工を施工する× ×
△

外観への影響 △

可逆性

空堀遺構

H443石垣（埋没部）

H443石垣

材料・内部への影響

第2案

第１案の不足抵抗力を補う対策(鉄筋)を実施

第１案の不足抵抗力を補う対策(鉄筋)を実施

受圧板の設置

第3案

ジオグリッド+鉄筋挿入

・石垣解体に伴う床堀範囲のみに補強材（ジオグリッ

ド）を敷設し、不足抵抗力を補う対策として鉄筋挿入工

と連結する案。

・【鉄筋】延長4.5~7.0m、削孔径135mm、水平打設間

隔@0.5m

掘削範囲拡大+ジオグリッド

・安定に必要な補強材（ジオグリッド）の敷設長が確保

できるまで、掘削範囲を拡大する案。

受圧板の設置△

第1案

ジオグリッド

・石垣解体に伴う床堀範囲において、補強材（ジオグ

リッド）を敷設し、その補強材の引抜抵抗力により安定

させる案

受圧板の設置
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宇土櫓続櫓下石垣 ４．現代工法の検討 資料２-１５

現代工法の検討 （２）H443
「⑥修理（在来工法）で診断」の結果C判定となり、「⑧安全性の検討」で「安全性を確保できない」判定となったH443について「⑨現代工法を伴う修理検討」を実施する。

・安定照査を満足する案は第２案・第3案となるが、石垣背面の内部構造については未だ不明な点が多く工法決定のための情報が少ない。
・そのため、現段階では遺構保護の観点から最小の解体範囲（１案・２案の床堀範囲）で解体工事に着手し、解体調査により得られた情報を踏まえた

段階で最終的な修理工法を検討したい。



許容値 判定 計算結果 許容値 判定 計算結果 許容値 判定 計算結果

常時 2.00 OK 安全率2.0を満足する敷設長を確保できる 2.00 OK 安全率2.0を満足する敷設長を確保できる

地震時 1.20 NG 安全率1.2を満足する敷設長を確保できない 1.20 OK 安全率1.2を満足する敷設長を確保できる

常時 1.5 OK 土圧が作用しないため算出不可 1.5 OK 土圧が作用しないため算出不可 1.50 OK 土圧が作用しないため算出不可

地震時 1.2 OK 2.550 1.2 OK 2.550 1.20 OK 2.540

常時 e≦L/6 m 0.993 OK 3.399 0.993 OK 3.399 1.743 OK 3.686

地震時 e≦L/3 m 0.662 OK 2.597 0.662 OK 2.597 1.162 OK 2.953

常時 kN/m2 - - 293.320 - - 293.320 - - 222.560

地震時 kN/m2 - - 309.890 - - 309.890 - - 228.960

常時 1.20 NG 0.625 1.20 OK 1.340 1.20 OK 1.336

地震時 1.00 NG 0.546 1.00 OK 1.167 1.00 OK 1.069

受圧板の設置 受圧板の設置 受圧板の設置

補強材を裏込材に敷設する 補強材を裏込材に敷設する 補強材を裏込材に敷設する

遺構(裏込め等)へ鉄筋挿入工を施工する 解体範囲拡大により遺構(裏込め等)の掘削

可逆性あり 可逆性なし 可逆性なし

栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる 栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる 栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる

鉄筋挿入の事前引抜試験が必要

鉄筋挿入工打設機械の足場が必要

裏込め復旧図
第1案 第2案 第3案

説明

・石垣解体に伴う床堀範囲において、補強材（ジオグ

リッド）を敷設し、その補強材の引抜抵抗力により安定

させる案

・石垣解体に伴う床堀範囲のみに補強材（ジオグリッ

ド）を敷設し、不足抵抗力を補う対策として鉄筋挿入工

と連結する案。

・【鉄筋】延長5.5~8.0m、削孔径90mm、水平打設間隔

@0.75m

・安定に必要な補強材（ジオグリッド）の敷設長が確保

できるまで、掘削範囲を拡大する案。（1.5ｍ拡大）

ジオグリッド ジオグリッド+鉄筋挿入 掘削範囲拡大+ジオグリッド

×

外的安定

支持

内的安定
第１案と同じ

第１案の不足抵抗力を補う対策(鉄筋)を実施

外的安定

滑動

外的安定

転倒

×

△ △

△

×

△

全体安定

文化財への

影響

外観への影響 △ △

安定性の

照査

可逆性

材料・内部への影響

○ ×

-
施工性
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× × ×

-
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宇土櫓続櫓下石垣 ４．現代工法の検討 資料２-１６

現代工法の検討 （３）H446,H456-1
「⑥修理（在来工法）で診断」の結果C判定となり、「⑧安全性の検討」で「安全性を確保できない」判定となったH446,H456-1について「⑨現代工法を伴う修理検討」を実

施する。

・安定照査を満足する案は第２案・第3案となるが、石垣背面の内部構造については未だ不明な点が多く工法決定のための情報が少ない。
・そのため、現段階では遺構保護の観点から最小の解体範囲（１案・２案の床堀範囲）で解体工事に着手し、解体調査により得られた情報を踏まえた

段階で最終的な修理工法を検討したい。



宇土櫓続櫓下石垣 ５．H443石垣の復旧措置について 資料２-１７

H443石垣の復旧措置について

許容値 判定 計算結果 許容値 判定 計算結果

常時

地震時

常時 1.50 OK 2.48 1.5 OK 土圧が作用しないため算出不可

地震時 1.00 OK 1.02 1.2 OK 2.610

常時 e≦L/6 m 1.50 OK 10.1 1.0 OK 8.555

地震時 e≦L/3 m 1.00 OK 3.72 0.667 OK 6.740

常時 kN/m2 135 OK 126.00 - - 886.250

地震時 kN/m2 406 OK 129.00 - - 1001.690

常時 1.20 OK 1.209

地震時 1.00 OK 1.052

押さえ補強がH443の前面を覆う

城郭平面構造への影響

景観への影響

（頬当御門土橋を越える高さ、押さえ補強を覆う空堀盛土最大2.5

ｍ程度等）

H443石垣修理範囲内に補強が不要 補強材を裏込材に敷設する

荷重がH443に作用し変形する可能性

堀底の遺構面への影響

可逆性あり 可逆性なし

押え補強の圧密沈下により影響がある 影響なし

押え補強の圧密沈下により影響がある 影響なし

宇土櫓五階櫓素屋根の影響による分割施工 栗石復旧を補強材敷設間隔に合わせる

鉄筋挿入の事前引抜試験が必要

鉄筋挿入工打設機械の足場が必要-

総合評価 ○

× ○

空堀遺構 × ○

施工性

その他問題点

△ ×

-

可逆性

H443石垣 ○ ×

H443石垣（埋没部）

全体安定

文化財への

影響

外観への影響

×

△

△

×

×

外的安定

支持

受圧板の設置

×

×

材料・内部への影響

○

× 遺構(裏込め等)へ鉄筋挿入工を施工する

×

石垣前面押さえ補強案 石垣解体修理案

イメージ図

説明

・底版を拡張し、逆Ｌ型の一体構造物とし接地圧を低減し、滑動安全率を満足する底版長

さを設定。石垣と押え補強間に保護層（砕石）を設置。

・押さえ補強単体では支持の常時安全率を満足しないため、区画分割型土のうにて支持対

策を実施

・石垣上部の裏栗石の緩みの範囲、建物復旧に影響する範囲の解体が必要

・石垣解体に伴う床堀範囲のみに補強材（ジオグリッド）を敷設し、不足抵抗

力を補う対策として鉄筋挿入工と連結する案。

・【鉄筋】延長4.5~7.0m、削孔径135mm、水平打設間隔@0.5m

※ただし、最終的な修理工法は解体工事後に検討

安定性の

照査

内的安定
第１案の不足抵抗力を補う対策(鉄筋)を実施

第１案の不足抵抗力を補う対策(鉄筋)を実施

外的安定

滑動

外的安定

転倒

歩道

側溝

頬当御門周辺

の地形線

1.
00

DL=24.641
遺構(江戸期の堆積土)

埋没石垣

12.38

保護層

鉄筋Co

築石

2.
00
m

1:
0.
55

1.00

12
.1
9

0.
50

0.68

2.05

1.45
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Bc
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0.60 1.80
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▽28.770

▽26.770

Bc
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Aso-4s

13
.6
9

1.
50

等分布荷重(群集) 等分布荷重(建物)

建物復旧に影響する解体修理

標高44m付近の裏栗石が緩くなっている
範囲を解体修理

歩道

側溝

G

Bc

Bc

0.23
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等分布荷重(建物) 等分布荷重(群集) 
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7.00

6.50

6.00

5.50

5.50

5.00

4.50

4.50
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・H４４３石垣は、解体修理の方針で復旧を行うこととしたい。



宇土櫓続櫓下石垣 ６．今後のスケジュールについて 資料２-１８

宇土櫓五階櫓下・続櫓下石垣の審議工程（案）

★ ★

※方針決定

※方針決定

組立設計

石垣修理工事

石垣復旧設計

委員会審議（復旧方針）

委員会審議

年間２回観測

【石垣】宇土櫓続櫓下

石垣解体工事

解体時調査

大型三軸圧縮試験（栗石）

石垣復旧変更設計

石垣基礎診断（再）

石垣補強工法検討

前面押さえ・鉄筋挿入工ほか

石垣補強工事

石垣変状観測

【石垣】宇土櫓五階櫓下

穴蔵内部調査

石垣被害状況調査

発掘調査

ボーリング調査・土質試験・解析

石垣安定性再評価

【建物】宇土櫓五階櫓

構台素屋根設置

建物解体保存工事

2031年度

建物修理工事

令和14年度令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

委員会審議

2032年度

項目

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

穴蔵内部の調査結果及び

続櫓下石垣の解体時調査や栗石の土質試験結果

を基に、五階櫓下石垣の安定性を再評価
五階櫓下

（北）

五階櫓
続櫓

H443 続櫓下

五階櫓下

（西）

検討対象箇所

続櫓下石垣復旧方針の決定

・前面押さえ補強

・大規模解体修理

石垣解体時調査等の情報を反映した変更設計

内部補強工法の検討

検討対象箇所の変状観測により継続的

なモニタリングを実施

五階櫓下石垣の安定性再評価の結果（報告）

部分補強工法の再検討

※審議：12月頃、６月頃の２回予定



宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H443【現状】 資料２-参考１

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 （Fs=1.37） OK（Fs=1.97） d=1.33m

中地震 NG（Fs=0.70） OK（Fs=1.08） d=-1.96m

大地震 NG（Fs=0.57） NG（Fs=0.91） d=-3.30m

判定 NG

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 NG

C

(2)石垣根入れ部
の安定性

×
根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

上部地盤にクラックはあるが、下
部地盤はAso-4sを主体とした地山
であり隆起等も確認できない。そ
のため、クラックを起点とした背
面全体を通過する円弧は生じない
と判断したため

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層、Aso-4c層の複層構造になっているが、
築石に土圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断
した。

運用なし
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等分布荷重(群集) 3.50kN/m

等分布荷重(建物)
8.27kN/m

集中荷重(建物)
　　　20.42kN

※埋没石垣はレーダ探査、地質調査、
発掘調査より想定。想定位置は明治
11年以降の大規模な造成を受けている。
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①
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④

⑤

⑤⑥

想定地層断面位置
累積示力線解析位置

≪石垣履歴把握について≫
①熊本城石垣３期（1606～1607年頃）【構築当初】
②熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【増築or修理1】
③熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理2】
　築石部：横目地通りにくい→方形を呈した築石をベースとしながら
　　　　　非方形石材を多く含む
　隅角部：方形を呈した角脇石があり築石部と明確に分離
④熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理3】
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石多い
⑤熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理4】
　築石部：横目地通らない→サイズが不統一な方形を呈した築石と
　　　　　非方形石材が混在
⑥熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理5】
　築石部：横目地通りにくい→サイズが不統一な方形を呈した築石と
　　　　　非方形石材が混在
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宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H455【現状】 資料２-参考２

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 OK（Fs=6.60） OK（Fs=6.68） d=0.42m

中地震 OK（Fs=4.09） OK（Fs=3.72） d=0.27m

大地震 OK（Fs=3.51） OK（Fs=3.24） d=0.22m

判定 OK

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 OK

A

(2)石垣根入れ部
の安定性

×
根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

崩壊の実現象を考慮したとき、
H455方向に背面全体を通過する
円弧は生じないと判断したため。
なお、下部地盤に隆起等も確認で
きない。

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層の複層構造になっているが、築石に土
圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断した。
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写真①：被災前状況（2013年3月）
[出典：熊本城石垣地震被害状況調査業務委託]

写真①：被災後状況（2016年4月）
[出典：熊本城石垣地震被害状況調査業務委託]
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①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】

②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通りやすい→方形を呈した築石を多く含む

③熊本城石垣７期（1871～1950年頃）【修理２】
　※明治22年(1889)以降の可能性大
　築石部：横目地通りやすい→旧材の非方形を呈した築石を含む 等分布荷重(群集) 3.50kN/m

築石栗石層

Bc

Aso-4c

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

-0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5

鉛
直
位
置
（m

)

水平位置（m）

築石

常時

kh=0.15

kh=0.20

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0 1 2 3 4 5 6 7 8

鉛
直
位
置
（m

)

すべり安全率（－）

常時

kh=0.15

kh=0.20

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0 1 2 3 4 5 6 7 8

鉛
直
位
置
（m

)

転倒安全率（－）

常時

kh=0.15

kh=0.20



宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H456-2【現状】 資料２-参考３

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 OK（Fs=4.07） OK（Fs=5.43） d=0.52m

中地震 OK（Fs=2.50） OK（Fs=3.32） d=0.28m

大地震 OK（Fs=2.14） OK（Fs=2.94） d=0.21m

判定 OK

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 OK

A

(2)石垣根入れ部
の安定性

×
根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

崩壊の実現象を考慮したとき、
H456-2方向に背面全体を通過す
る円弧は生じないと判断したため。
なお、下部地盤に隆起等も確認で
きない。

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層の複層構造になっているが、築石に土
圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断した。
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等分布荷重(群集) 3.50kN/m
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①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】か

②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通りにくい→非方形を呈した築石を含む
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宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H461【現状】 資料２-参考４

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 OK（Fs=3.60） OK（Fs=4.96） d=0.22m

中地震 OK（Fs=1.77） OK（Fs=3.07） d=0.07m

大地震 OK（Fs=1.15） OK（Fs=2.72） d=0.01m

判定 OK

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 OK

A
(2)石垣根入れ部

の安定性
×

根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

上部地盤にクラックがなく、下部
地盤に隆起等も確認できない。そ
のため、背面全体を通過する円弧
は生じないと判断したため

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層の複層構造になっているが、築石に土
圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断した。

運用なし

Bc

等分布荷重(群集) 3.50kN/m

等分布荷重(建物)
8.27kN/m

集中荷重(建物)
20.42kN
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①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】

②熊本城石垣５期（1625～1632年頃）【修理１】

③熊本城石垣６期（1632～1624年頃）【修理２】
　築石部：横目地通りにくい→非方形を呈した築石を含む
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築石

栗石層

等分布荷重(建物)
8.27kN/m

集中荷重(建物)
　　　20.42kN

等分布荷重(群集) 3.50kN/m

宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H443【在来】 資料２-参考５

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 （Fs=1.34） OK（Fs=2.04） d=0.99m

中地震 NG（Fs=0.72） OK（Fs=1.18） d=-1.44m

大地震 NG（Fs=0.59） OK（Fs=1.01） d=-2.41m

判定 NG

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 NG

C

(2)石垣根入れ部
の安定性

×
根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

上部地盤にクラックはあるが、下
部地盤はAso-4sを主体とした地山
であり隆起等も確認できない。そ
のため、クラックを起点とした背
面全体を通過する円弧は生じない
と判断したため

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層、Aso-4c層の複層構造になっているが、
築石に土圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断
した。

運用なし

※埋没石垣はレーダ探査、地質調査、
発掘調査より想定。想定位置は明治
11年以降の大規模な造成を受けている。

解体修理範囲
（これより上が診断対象）
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≪石垣履歴把握について≫
①熊本城石垣３期（1606～1607年頃）【構築当初】
②熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【増築or修理1】
③熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理2】
　築石部：横目地通りにくい→方形を呈した築石をベースとしながら
　　　　　非方形石材を多く含む
　隅角部：方形を呈した角脇石があり築石部と明確に分離
④熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理3】
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石多い
⑤熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理4】
　築石部：横目地通らない→サイズが不統一な方形を呈した築石と
　　　　　非方形石材が混在
⑥熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理5】
　築石部：横目地通りにくい→サイズが不統一な方形を呈した築石と
　　　　　非方形石材が混在
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宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H446【在来】 資料２-参考６

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

（端点間を結んで作図）
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上載荷重（群集荷重）3.50kN/m2

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 OK（Fs=1.55） OK（Fs=2.67） d=0.60m

中地震 NG（Fs=0.91） OK（Fs=1.70） d=-0.15m

大地震 NG（Fs=0.77） OK（Fs=1.48） d=-0.45m

判定 NG

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 NG

C

(2)石垣根入れ部
の安定性

×
根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

上部地盤にクラックはあるが、下
部地盤はAso-4sを主体とした地山
であり隆起等も確認できない。そ
のため、クラックを起点とした背
面全体を通過する円弧は生じない
と判断したため

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層、Aso-4c層の複層構造になっているが、
築石に土圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断
した。

運用なし
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≪石垣履歴把握について≫
①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】
②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通らない→サイズが不統一な方形を呈した築石多い
③熊本城石垣７期（1871～1950年頃）【修理２】　
　※明治22年(1889)以降の可能性大
　築石部：横目地通る→方形を呈した築石のみ、間詰石ほぼなし
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宇土櫓続櫓下石垣 石垣耐震診断結果 H456-1【在来】 資料２-参考７

立面図 想定地層断面図 築石の安定性評価（累積示力線解析）

平面図 石垣背面全体の安定性評価（円弧すべり解析） 診断内容、結果、背面構造の設定

転倒安全率 すべり安全率 示力線位置（参考）

常時 OK（Fs=1.52） OK（Fs=3.42） d=0.11m

中地震 NG（Fs=0.68） OK（Fs=2.47） d=-0.07m

大地震 NG（Fs=0.40） OK（Fs=2.24） d=-0.13m

判定 NG

診断内容、結果

診断手法
運
用

理由 判定
総合
判定

(1)築石の安定性 ○ 必ず実施する。 NG

C

(2)石垣根入れ部
の安定性

×
根入れ部の安定性に起因する破損
変状が確認されないため

-

(3)石垣背面全体
の安定性

×

崩壊の実現象を考慮したとき、
H456-1方向に背面全体を通過す
る円弧は生じないと判断したため。
なお、下部地盤に隆起等も確認で
きない。

-

背面構造の設定（累積示力線法解析時）

背面構造 理由

栗石
築石の背面は栗石層、Bc層の複層構造になっているが、築石に土
圧を作用する土層としては栗石層が支配的であると判断した。

運用なし

①熊本城石垣４期（1611～1624年頃）【構築当初】か

②熊本城石垣６期（1632～1871年頃）【修理１】
　築石部：横目地通りにくい→非方形を呈した築石を含む

（端点間を結んで作図）
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宇土櫓続櫓下石垣 現代工法の検討（参考） 資料２-参考８
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現代工法の検討 （１）設計手順について
宇土櫓続櫓下石垣の現代工法検討において、次頁以降で提示する「ジオテキスタイルと鉄筋挿入を連結する工法」の設計手法は以下のとおりである。「内的安定」「外的安定」「全体安定」の3項目を照

査する等の基本的な考え方は「ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル 第二回改訂版 平成25年12月（以下、「ジオテキマニュアル」という。） 」に準拠している。

（１）STEP１
石垣の解体に伴う床堀範囲内に敷設するジオテキスタイルのみで内的、外的、全体の安定性を検討する。

（２）STEP２
「①内的安定」がNGとなった場合、ジオテキスタイルと鉄筋挿入の連結による対策を検討する。ここでジオテキマニュアルp247によると「ジオテキスタイルの必要定着長を確保できない場合は、同等以

上の引抜き抵抗力を発揮できるアンカー等を地山に設置してジオテキスタイルの不足抵抗力を補うような対策を検討してもよい」とされている。これに準拠し具体的に次のとおり検討する。まず左下表より
必要敷設長が確保できないジオテキスタイルを整理する（位置番号2～8） 。次に当該ジオテキスタイルに作用するすべての引張力が鉄筋に作用しても引き抜けない鉄筋挿入の長さを一段毎に設定する。

なお、ジオテキスタイルが引き抜けようとしたとき、地山を破壊する力が作用する。そこで鉄筋の打設角度は施工を考慮した最小値である15度を標準とする。

（３）STEP３
「ジオテキスタイル」と「STEP２で定めた長さの鉄筋」を連結した解析モデルにて全体安定の安全率を照査する。

①内的安定 ②外的安定 ③全体安定

照査事項
照査事項：補強領域内部を通るすべりに対しジオテキスタイ
ルが引抜けない敷設長を確保できるか。

照査事項：仮想擁壁（斜線）に作用する土圧等に対し滑動・
転倒・支持において安定するか。

照査事項：補強領域の外側及び補強領域を横切るすべりに対
して安定するか。

イメージ図

補足説明

引抜けないように抵抗するのは円弧の外側にあるジオテキ
スタイルであり、このときの長さを定着長という。ジオテキ
マニュアルによるとジオテキスタイルが補強効果を発揮する
ための最小定着長は1.0m。例えば、位置番号5（青色表示）
のジオテキスタイルは定着長1.0mを確保できていないため、
内的安定NGとなる。

ジオテキマニュアルに準拠すると仮想擁壁の形状は最下段
の敷設長さを下辺とする平行四辺形となるが、この時細長い
形状となり、安全率を満足しない。そこで、斜線で示す補強
領域を仮想擁壁とし、もたれ式擁壁として安定性を検討する。
なお、擁壁の底版幅が小さいため、支持力が不足することが
あるが、盛土材が補強
前後で変わらないため、
支持は照査しない。

熊本城石垣基礎診断実施要領の運用（案）によると「円弧
すべりでは石垣の擁壁としての抵抗力を正当に評価すること
ができない」とされている。これに伴い補強の構造が文化財
的観点から大規模になる可能性がある。そこで、必要に応じ
て、実現象を考慮し診断対象外のすべりを除外する等円弧す
べり形状を検討する。
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最大土圧となる
すべり角ω

仮想背面に
作用する土圧P
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必要な敷設長

実際の敷設長（床堀の範囲内）

1.0m

ジオテキスタイル

計算例
補強材の水平間隔1.5m、ψ=15°
補強材と地山の付着力(kN/m)=21.488(𝑘𝑁/𝑚)
※付着力はN値により決まる。

22.245(𝑘𝑁/𝑚)

cos 15°
× 1.50(𝑚) = 34.545(𝑘𝑁)

34.545(𝑘𝑁) ÷ 21.488(𝑘𝑁/𝑚) = 1.608(𝑚)

位置 

番号 

材料 

No 

天端から 

敷設深さ 

ｈ(m) 

敷設間

隔 

Ｖ(m) 

引張力 

Ｔ(kN/m) 

必要敷設長 

Ｌ(m) 

使  用 

敷設長 

Ｌ(m) 常  時 地震時 常  時 地震時 

11 

10 

9 

8 

7 

6 

5 

4 

3 

2 

1 

44 

44 

44 

44 

44 

44 

44 

44 

44 

44 

44 

1.153 

2.153 

3.153 

4.153 

5.153 

6.153 

7.153 

8.153 

9.153 

10.153 

11.153 

1.153  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

1.000  

6.845  

7.220  

8.851  

10.654  

12.558  

14.523  

16.526  

18.030  

20.132  

22.245  

24.364  

18.384  

17.131  

18.556  

20.100  

21.712  

23.368  

25.050  

26.750  

28.137  

29.894  

31.656  

4.066 

4.184 

4.234 

4.216 

4.116 

3.925 

3.677 

3.379 

2.890 

2.127 

1.000 

6.285 

6.226 

6.101 

5.907 

5.628 

5.252 

4.808 

4.300 

3.572 

2.523 

1.000 

8.561  

6.940  

6.328  

5.729# 

5.137# 

4.553# 

3.028# 

2.592# 

2.138# 

1.648# 

1.158  

合計  11.153       47.812  

 

常時 地震時
Tg Ts L1 Tg Ts L1

kN/m kN/本 ｍ kN/m kN/本 ｍ ｍ

11

10
9
8 10.654 16.545 0.770 20.100 31.214 0.908 1.0
7 12.558 19.501 0.908 21.712 33.717 0.981 1.0
6 14.523 22.553 1.050 23.368 36.289 1.055 1.5
5 16.526 25.663 1.194 25.050 38.901 1.131 1.5
4 18.030 27.999 1.303 26.750 41.540 1.208 1.5
3 20.132 31.263 1.455 28.137 43.694 1.271 1.5
2 22.245 34.545 1.608 29.894 46.423 1.350 2.0
1

位置
鉄筋挿入
決定値


